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はじめに 
 
 現代社会で用いられる様々な化学物質による健康障害、環境汚染などの発生は、重要で社会

的関心も高い問題である。しかし一方で、化学物質の利用無しには現代社会における豊かで便

利な生活の実現が不可能なことも事実であり、様々な用途で使用される多種多様な化学物質を

いかに管理すべきかが大きな課題となっている。このような背景の中、化学物質の有害性を環

境・安全・健康という多角的な側面から捉え、化学物質利用のライフサイクル（開発、製造、

輸送、貯蔵、使用、廃棄）にわたって科学的方法論に基づいて総合的に管理する「化学物質の

総合安全管理」の必要性が提唱されている。1992年にリオデジャネイロで開催された地球サミ
ットで出されたアジェンダ 21 第 19章にはPRTR（Pollutant Release and Transfer Register）
制度が提言された。その後、1996年にOECD理事会より PRTR制度の導入推進の勧告が加盟
国におこなわれた。これを受けて、我が国でも平成 11 年７月に「特定化学物質の環境への排
出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」が公布され、平成 1２年３月から施行され
ている。この法律は、人の健康や生態系への有害性に懸念がある化学物質の環境への排出量、

移動量の届出（PRTR制度）を義務付け、事業者の化学物質の自主管理を促進するものである。
この法律のもとに自主管理に軸足をおいた化学物質管理を着実に実施し定着していくことが、

将来に向けて豊かな社会を持続していくためのポイントとなると考えられる。 
 上述の法律で求められている、指定化学物質の排出量及び移動量の把握については、現在い

くつかの具体的なマニュアルが公開されており、事業者も排出量及び移動量の把握にあたって、

それらを利用することが可能となっている。一方、この法律の目的である把握された排出量及

び移動量のデータ等を用いて化学物質の管理の改善を自主的に進める点については、政府から

指針が示されているものの、具体的方法を示したマニュアルはほとんど見あたらない。そこで、

経済産業省から化学工学会が委託を受け、本委員会を設置し、化学物質の管理の改善について

の具体的な解説をおこなうマニュアルの作成に取り組んできた。今年度は、主要な工程として

「印刷工程」、「塗装工程」、「貯蔵工程」の３つの工程を取り上げ、化学物質排出量等の管理に

ついて具体的に解説したマニュアルを作成した。 
 作成したマニュアルが、化学物質の的確な管理の推進に活用されることを希望している。 
 
 最後になりましたが、マニュアルの作成においてワーキンググループに参加された関係者を

はじめ多くの方々にご協力いただきました。ここにお礼申し上げます。 
 

「化学物質排出量等管理マニュアル」委員会・ワーキンググループ 
委員長 土橋 律（東京大学大学院工学系研究科教授） 
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